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１．問題

2020 年 3 月 11 日に世界保健機関(WHO)は新型

コロナウィルス感染症(COVID-19)の世界的流行を

パンデミックと宣言した(WHO, 2020)．我が国でも

この前後から COVID-19 への特別の対応が行われ，

ここ東京では 4 回の緊急事態宣言と 2 回のまん延

防止等重点措置が繰り返された．2023 年 5 月に同

感染症が感染症法上の 5類に分類されるまでには3
年以上を要し，その間に COVID-19 は社会の各層

に多大な影響をもたらした．このことは今を生きて

いる私たち全ての記憶に新しい． 
教育もその影響を甚大に受けた領域の一つであ

った．当時の安倍晋三首相は 2 月 27 日に全ての小

学校・中学校・高等学校・特別支援学校への臨時休

校を要請した．その後緊急事態宣言の発出を含んで

休校は多くの地域で 5 月末頃まで続き，一部には学

校の秋入学への変更論が出る状態となった．臨時休

校後も，人数を絞った分散登校の実施や，飛沫を伴

うおそれのある合唱の中止や給食の簡素化などと

いった大きな制約の中で学校教育を再開せざるを

得なかった． 
 
 

 
一方，このような状況は，当然生徒の学びを止め

ないためのさまざまな取り組みにつながった．取り

組みは各教育委員会・学校でさまざまであったが，

例えば印刷教材を教員が生徒の自宅に届けるなど

といった対応を取った学校もあった． 
しかし，パンデミック下にあって学びを止めない

ための最大の対応策が ICT(情報通信技術)を活用し

た遠隔・オンライン授業であったことは論を俟たな

い．文部科学省はパンデミック前から構想していた

生徒一人一台の端末・高速大容量回線の一体整備と

統合型校務支援システムによる個別最適化された

教育システムの整備計画(いわゆる GIGA スクール

構想 ; 文部科学大臣, 2019)を前倒し・加速し，令

和2(2020)年度補正予算までで義務教育段階の全て

の児童生徒の端末整備と学校ネットワーク環境の

全校整備を行い，また緊急時における家庭でのオン

ライン学習環境の整備支援を行った(文部科学省, 
2020)．私立の学校ではそれ以前より同様の取り組

みを行っていた学校はあったものの，多くの公立の

小中学校では，この時期，ほぼ手探りで，学習コン

テンツの配信やオンラインミーティングソフトウ

ェアを用いた遠隔授業などの ICT を活用した教育

が始まった． 
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先に記したように，COVID-19 パンデミック自

体は，2023(令和 5)年 5 月の 5 類移行をもって一区

切り，というのが社会的な認識であろう．しかし，

このパンデミックによって生じた上記の ICT 教育

環境の変化はもとより不可逆的なものであり，社会

全体が「新しい日常」を取り戻してからも続いてい

る．そこで本稿では，GIGA スクール構想の実現と

パンデミックのひとまずの収束を受け，GIGA スク

ール構想の前倒しによって一足飛びに実現した，学

校教育における情報機器および機材の活用とその

研究が今後どう進み，何を問題としてゆくのかにつ

いて概観したい．  

２．討論

 
２ 分析の方法

ある主題に関して今後の展開を予測する方法は

いくつかあろうが，そのうちの一つは専門家がそれ

について言及していることがらを包括的に観察す

る方法がある．教育における情報機器の活用を扱う

学会はいくつか考えられるが，ここでは日本教育工

学会の論文集と総会を中心に，このテーマに関する

陳述を概観することとする．そしてその結果として

今後の課題を明らかにしたい． 
２２ 生成 と に関して

COVID-19 とは少しずれるものの，教育を離れ

てみたときに，2023 年前半のテクノロジーに関す

る最大の話題が chatGPT をはじめとする生成 AI
であったことは疑いがない． midjourney や stable 
diffusionといった画像生成AIツールが公開された

のは 2022 年後半で，これらも生成コンテンツの利

用のしかたや権利についての議論を巻き起こすな

ど大きなインパクトを持った．しかし，一見すると

人間とチャットをしているように見えるツールで

ある chatGPT は心理的インパクトが大きく，また

実際の仕事や学習への応用の幅が広いこともあっ

て，今後の働き方や学び方を変革するツールである

という認識が急速に広がっている．これが

Microsoft Bing 上に実装されたことや google がこ

れに対抗してBardを公開したこともこのような大

規模言語モデルへの関心を高めた． 
そのため，文部科学省も 2023 年 7 月に初等中

等教育における生成 AI の利用についてガイドライ

ンを提示した(文部科学省, 2023)．そこでは生成 AI
は正しい答えを出す保証がない(いわゆる「ハルシ

ネーション」)ことに注意すべきこと，さまざまな

参考資料の一つとして使い最後は自分で判断する

ことが必要なこと，GIGA スクール構想による一人

一台端末の利用の元で発達段階に応じて情報モラ

ルに配慮しながら使うこと，プライバシー・セキュ

リティ・著作権に注意すること，教師も一定程度の

AI についてのリテラシーを持つべきこと，などを

説明し教員の配慮を求めている． 
このような状況で，しかし登場から間もないた

め，まだこれについての教育工学領域での査読論文

は出ていない．しかし，2023 年 9 月の日本教育工

学会全国大会ではこのテーマでキーノートスピー

チがあり，シンポジウムが開かれた．それらの中で，

上記の論点以外で挙がったのが生成 AI におけるバ

イアスの問題である(板津, 2023)．例えば，AI によ

る生徒や教員・学校の評価を用いるときにはそれが

どのようなアルゴリズムに基づいて行われている

かが説明されなければならないが，生成 AI ではそ

れが全く明らかではない．また，生成 AI が学習す

る空間が特定の範囲(ジェンダーや人種などを含

む)に偏っていないかは常に検討されなければなら

ない． 
以上のことは，学校でどのように生成 AI を扱う

かに関して，まず指導する教員が知らねばならない

前提となることがらである．このようなことを理解

することは AI に対する一種のリテラシーと言える

が，まだこれらの問題について学校現場で生徒をど

う指導するかという問題の前に，指導する立場にあ

る教員にどのように伝達し理解してもらうか，とい

う問題がある．しかし，この点についての議論は見

られなかった．現時点で検索する限り，教師が生成

AI をどのように見ているかについて J-STAGE で

確認できるのはわずかに藤村(2023)が利用の意向

について調査したものが見られるくらいである．そ

こでは，教師(志望者を含む)が生成 AI に関する授

業を受けることにより，それを生徒が学ぶことにつ

いて肯定的な態度をとる割合が高まることが示さ

れている．このことは，まだ教師自身がもつ生成

AI についての知識が十分でないことを示すと考え

られる．今後，まずは教師に対する生成 AI に関す

る知識の伝達，そして AI リテラシーを高めるため

の取り組みが急ぎ検討される必要があるだろう．た

だし，この問題は社会的な関心の高さを反映し，教

育工学会の総会では一般の研究発表で取り上げた

ものが 10 件以上見られた．今後，速やかに検討が

行われることが期待される． 
また，もう一つテクノロジーに関して近年重視

されているのが ELSI(ethical, legal and social 
issues)に関する問題である．教育工学会内でも今

年度より先端科学技術と ELSI に関する部会が作

られているのもその一つの表れである． 
科学技術の発達が社会に与える影響については，

水俣の公害や原子力の問題などを実例として，これ

までも広く検討されてきた．しかし，教育工学的な

研究遂行上の倫理としてこれまで考えられてきた

のは実験に参加する参加者を保護することであっ

た(村上, 2023)．これに対して，有力な学術雑誌で

ある Nature が 2022 年に出した新しいガイドライ

ンでは，研究は参加者ではなく全ての人に対して害

のないものでなければならないというものになっ

ている(Nature Editorial, 2022)．このガイドライ

ンによる変化が今後研究に具体的にどのように現

れてくるかはまだはっきりとはしないものの，教育

に関わる研究者が一層の社会的責任を自覚する契

機になろう． 
 

２３ 問題の振り返りと ラーニン

グに関して

先に述べた COVID-19 問題の振り返りと GIGA
スクール構想の前倒しによる教育環境の変化，特に

e-ラーニングについては今後検討されるべき問題

ということについては研究者間で共有されている

ように思われる． 
COVID-19 による GIGA スクール構想の前倒し

に伴う学びの変化について網羅的に検討した研究

は管見する限りは見当たらないが，佐藤ら(2021)
の研究のように，個別の学校・個別の論点について

振り返るものはいくつか見られる．佐藤ら(2021)
は導入初期の 2020 年末段階で，児童は情報端末を

さまざまなアプリケーションを組み合わせながら

クラウド上でコミュニケーションをとりつつ使い，

利用頻度も多くの点で OECD 平均より高くなって

いること，教師は学校での情報端末については指導

できるものの家庭学習については指導できていな

いことを示した．類似の調査もほぼ同様で児童生徒

の積極的な利用について示している． 
ただ，これらの取り組みがどのようなメカニズ

ムでどの程度子どもの学びを変化させたかの詳細

な分析はまだこれからと言ってよいだろう．例えば，

草本ら(2023)はクラウド化によって可能になった

他者参照がつまずきの明確化や援助要請に対して

与える影響には特性としての要請回避傾向が関係

していることを示している．このような e-ラーニン

グがもたらすものの詳細な分析は今後の課題であ

る． 
この他の e-ラーニングについては，文部科学省

が MEXCBT の構想を出したこともあってか全国

大会ではあまり大きな動きは見られなかった．しか

し，その分 VR などメタバースの教育利用の試みが

多く見られた(解説として鷹岡ら，2021)．現在のよ

うな大型の HMD を生徒児童全員が用いるという

のはあまり現実味がないが，アバタを用いてモニタ

上で遠隔の人と交流するということ自体は今後開

発が進むものと考えられる． 
 
３．まとめ

本稿では，COVID-19 によって加速化した

GIGA スクール構想と技術的なブレイクスルーが

あり社会に対して大きなインパクトを持つことに

なった生成 AI に対して，現在の教育工学がどのよ

うに対応しているかについて概観した．その結果，

生成 AI についてはまず生徒児童に対してこれを用

いることを指導する教員の支援が急務であること，

GIGA スクール構想によって進行している e-ラー

ニングの効果の検証が必要であること，などについ

て述べた． 
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できるものの家庭学習については指導できていな

いことを示した．類似の調査もほぼ同様で児童生徒

の積極的な利用について示している． 
ただ，これらの取り組みがどのようなメカニズ

ムでどの程度子どもの学びを変化させたかの詳細

な分析はまだこれからと言ってよいだろう．例えば，

草本ら(2023)はクラウド化によって可能になった

他者参照がつまずきの明確化や援助要請に対して

与える影響には特性としての要請回避傾向が関係

していることを示している．このような e-ラーニン

グがもたらすものの詳細な分析は今後の課題であ

る． 
この他の e-ラーニングについては，文部科学省

が MEXCBT の構想を出したこともあってか全国

大会ではあまり大きな動きは見られなかった．しか

し，その分 VR などメタバースの教育利用の試みが

多く見られた(解説として鷹岡ら，2021)．現在のよ

うな大型の HMD を生徒児童全員が用いるという

のはあまり現実味がないが，アバタを用いてモニタ

上で遠隔の人と交流するということ自体は今後開

発が進むものと考えられる． 
 
３．まとめ

本稿では，COVID-19 によって加速化した

GIGA スクール構想と技術的なブレイクスルーが

あり社会に対して大きなインパクトを持つことに

なった生成 AI に対して，現在の教育工学がどのよ

うに対応しているかについて概観した．その結果，

生成 AI についてはまず生徒児童に対してこれを用

いることを指導する教員の支援が急務であること，

GIGA スクール構想によって進行している e-ラー

ニングの効果の検証が必要であること，などについ

て述べた． 
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．はじめに

「教師不足」の状況が続いている。2021 年度に
文部科学省が都道府県・政令指定都市等全国 68の
教育委員会を対象に行った調査では，公立学校にお

いて臨時的任用教員等の確保ができず，始業時点で

2,558 人の欠員が生じていた 1）。2023 年度当初の
状況について同様に行った調査では，「改善した」

が 16％（11教育委員会），「同程度」が 41％（28教
育委員会）「悪化した」が 43％（29教育委員会）で
あり，依然として厳しい状況となっている 2）。令和

３年度に実施された，令和４年度採用選考の実施状

況では，全体の競争率（採用倍率）は，3.7倍（平
成３年度と同率で過去最低）で，前年度の 3.8倍か
ら減少している 3）。校種別にみると小学校では 2.5
倍（過去最低），中学校は 4.7 倍で前年度の 4.4 倍
から増加したものの，高等学校では 5.4倍で、前年
度の 6.6倍から減少した。文部科学省は，教師人材
の確保を喫緊の課題として対策を進めている。 
本研究ノートでは，教職課程履修学生を対象とし

たアンケート調査結果をもとに，教職キャリア意識

について分析し，教育現場体験である教育実習がど

のように教職キャリア意識に影響を及ぼしている

か，今後の教育実習のあり方や課題を検討した。 
 

．教職課程における教職キャリア形成 
 
教職キャリア形成を行い，キャリア意識を高める

ための教職課程科目として，本学では「教職入門」

が設置されている。配当学年は 1 年生となってい
る。本科目は，教育の基礎的理解に関する科目群の

一つであり，教職の意義及び教員の役割・職務内容

（チーム学校運営への対応を含む。）を扱う。文部

科学省の指針である教職課程コアカリキュラム（コ

アカリ）4）には，「現代社会における教職の重要性

の高まりを背景に，教職の意義，教員の役割・資質

能力・職務内容等について身に付け，教職への意欲

を高め，さらに適性を判断し，進路選択に資する教

職の在り方を理解する。」と全体目標が示されてい

る。この全体目標を達成するため，教職の意義，教

員の役割，教員の職務内容，チーム学校運営への対

応の 4つの項目が設定されている。 
（1）教職の意義の一般目標は，「我が国における
今日の学校教育や教職の社会的意義を理解する。」

であり，学生の到達目標は，①公教育の目的とその

担い手である教員の存在意義を理解している，②進

路選択に向け，他の職業との比較を通して，教職の

職業的特徴を理解している，の 2点となっている。 
（2）教員の役割の一般目標は「教育の動向を踏
まえ，今日の教員に求められる役割や資質能力を理

解する。」であり，学生の到達目標は，①教職観の
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